
（掲示）

Ⅹ ｉ サ ー ビ ス 契 約 約 款 の 一 部 改 正

〔改 正〕 〔現 行〕

第１章～第１４章 （略） 第１章～第１４章 （略）

料金表 料金表

通則 通則

１～２５ （略） １～２５ （略）

（注）（略） （注）（略）

第１表 料金（国際アウトローミング利用料、無線ＩＰアクセス定額利用料及びその他のサー 第１表 料金（国際アウトローミング利用料、無線ＩＰアクセス定額利用料及びその他のサー

ビスの料金を除きます。） ビスの料金を除きます。）

第１～第２ （略） 第１～第２ （略）

第３ 通信料 第３ 通信料

１ 適用 １ 適用

通 信 料 の 適 用 通 信 料 の 適 用

（１） ～（８） の４ （略） （１） ～（８） の４ （略）

（略） （略）

（９） データ定額パ ア データ定額パックに係る定額通信料の割引（以下この欄において （９） 削除

ックに係る定額通 「本割引」といいます。）とは、データ定額パック（（８） の２に規定

信料の割引の適用 するものをいい、らくらくパック及びデータＳパックを除きます。

以下この欄において同じとします。）の適用を受けているＸｉが、そ

の適用を受けている料金月において、データ定額パックを選択する

又はデータ定額パックに係る共有回線群を構成するＸｉが特定Ｘｉ

等（ＩＰ通信網サービス契約約款に規定するものをいいます。以下

この欄において同じとします。）であること（以下この欄において「

割引条件」といいます。）を確認したときは、当社がそのことを確認

した日を含む料金月に係るデータ定額パックの定額通信料につい

て、その指定Ｘｉ等に係るＩＰ通信網契約（契約者回線の提供を受

けているものであって、ＩＰ通信網サービス契約約款に規定する移

転等を行っている場合を除きます。以下この欄において「対象契

約」といいます。）の基本使用料の料金種別に応じて、次表に規定す

る額の割引を適用する取扱いをいいます。

区 分 割 引 額

対象契約に係 対象契約に係

る基本使用料 る基本使用料

の料金種別が の料金種別が

マンションタ マンションタ

イプであるも イプ以外であ

の るもの
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シ データＭパック（標準） ８００円 ８００円

ン

グ

ル

パ データＬパック（大容量） １，０００円 １，０００円

ッ

ク

フ シェアパック１０（小容量） １，２００円 １，２００円

ァ

ミ

リ シェアパック１５（標準） １，８００円 １，８００円

｜

シ

ェ シェアパック２０（大容量） ２，４００円 ２，５００円

ア

パ

ッ シェアパック３０（大容量） ３，０００円 ３，２００円

ク

ビ ビジネスシェアパック１０ １，２００円 １，２００円

ジ

ネ ビジネスシェアパック１５ １，８００円 １，８００円

ス

シ ビジネスシェアパック２０ ２，４００円 ２，５００円

ェ

ア ビジネスシェアパック３０ ３，０００円 ３，２００円

パ

ッ ビジネスシェアパック５０ ３，０００円 ３，２００円

ク

ビジネスシェアパック７０ ３，０００円 ３，２００円

ビジネスシェアパック １００ ３，０００円 ３，２００円

ビジネスシェアパック １５０ ３，０００円 ３，２００円

ビジネスシェアパック ２００ ３，０００円 ３，２００円

ビジネスシェアパック ２５０ ３，０００円 ３，２００円

ビジネスシェアパック ３００ ３，０００円 ３，２００円

ビジネスシェアパック ４００ ３，０００円 ３，２００円

ビジネスシェアパック ５００ ３，０００円 ３，２００円

ビジネスシェアパック ７００ ３，０００円 ３，２００円

ビジネスシェアパック１０００ ３，０００円 ３，２００円

ビジネスシェアパック１５００ ３，０００円 ３，２００円

ビジネスシェアパック２０００ ３，０００円 ３，２００円
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ビジネスシェアパック３０００ ３，０００円 ３，２００円

イ アの場合において、対象ドコモ光契約の基本使用料を日割しない

場合であって、データ定額パックの定額通信料を日割して適用する

ときは、通則第３項（料金の計算方法等）及び第４項の規定に準じ

て、データ定額パックの定額通信料を日割りする日数に応じてアに

規定する割引を日割りして適用します。

ウ イの規定によるほか、データ定額パックの定額通信料を日割しな

い場合であって、対象ドコモ光契約の基本使用料を日割して適用す

るときは、通則第３項（料金の計算方法等）及び第４項の規定に準

じて、対象ドコモ光契約の基本使用料を日割りする日数に応じてア

に規定する割引額を日割りして適用します。この場合において、対

象契約に複数の基本使用料の料金種別が選択されている場合には、

通則第３項（料金の計算方法等）及び第４項の規定に準じて、マン

ションタイプに係る基本使用料の料金種別を選択している期間又は

選択していない期間ごとに、アに規定する割引額を日割して適用し

ます。

エ イ又はウの規定によるほか、データ定額パックの定額通信料及び

対象ドコモ光契約の基本使用料を日割して適用するときは、通則第

３項（料金の計算方法等）及び第４項の規定に準じて、割引条件を

満たしている日数に応じてアに規定する割引額を日割して適用しま

す。この場合において、対象契約に複数の基本使用料の料金種別が

選択されている場合には、通則第３項（料金の計算方法等）及び第

４項の規定に準じて、マンションタイプに係る基本使用料の料金種

別を選択している期間又は選択していない期間ごとに、当社が定め

る方法により、アに規定する割引額を日割して適用します。

オ イからエの規定によるほか、本割引を適用する料金月において、

複数の指定Ｘｉ等がある場合は、各料金月における割引条件を満た

している期間に係る各々の日について、対象契約に係る基本使用料

の料金額が最も高額となる料金種別を判定し、その料金種別がマン

ションタイプとなる期間又はそれ以外となる期間ごとに、当社が定

める方法により、アに規定する割引額を日割して適用します。

（１０）～（２４）（略） （略） （１０）～（２４）（略） （略）

２ （略） ２ （略）

第３～第６ （略） 第３～第６ （略）

第２表～第６表 （略） 第２表～第６表 （略）

別表１～別表９ （略） 別表１～別表９ （略）

附 則（平成２７年２月１２日経企第１６６５号）

（実施期日）

１ この改正規定は、平成２７年２月１６日から実施します。

（経過措置）

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかったＸｉサービスの料金その他
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の債務については、なお従前のとおりとします。

（光スマホ割キャンペーンの適用）

３ この改正規定実施の日から平成２８年３月３１日までの間において、当社は、基本使用料の料

金種別が、料金表第１表第１（基本使用料）の１（適用）の（１） に規定するＸｉカケホーダ

イプラン（スマホ／タブ）又はＸｉデータプラン（スマホ／タブ）に係る定期契約又は一般

契約（身体障がい者等割引（料金表第１表第１（基本使用料）の１（適用）の（２） に規定す

るものをいいます。）の適用を受けているものに限ります。）の締結（当社が提供する電気通信

サービスに係る契約の解除と同時に新たに締結する場合を除きます。）と同時に、次の（１） 又

は（２） 、（３） 及び（４） の条件を満たしていることを当社が確認したときは、光スマホ割キャ

ンペーン（（２） 又は（３） の申出により、ファミリーシェアパックの適用が開始される日（以

下この項において「適用開始日」といいます。）から、適用開始日を含む暦月の翌暦月から起

算して１１暦月の間のＸｉカケホーダイプラン（スマホ／タブ）又はＸｉデータプラン（スマ

ホ／タブ）の基本使用料について、次表に規定する金額を減額して適用する取り扱いをいい

ます。以下同じとします。）を適用します。

区分 割引額

Ｘｉカケホーダイプラン（スマホ／タブ） １，３５０円

Ｘｉデータプラン（スマホ／タブ） ３５０円

（１） ファミリーシェアパック（料金表第１表第３（通信料）の１（適用）の（８） の２に

規定するものをいいます。以下この附則において同じとします。）を選択すること。

（２） 共有対象回線（料金表第１表第３（通信料）の１（適用）の（８） の３に規定するも

のをいいます。以下この附則において同じとします。）となる場合であって、その共有

回線群（料金表第１表第３（通信料）の１（適用）の（８） の３に規定するものをいい

ます。以下この附則において同じとします。）に係る共有代表回線（料金表第１表第３

（通信料）の１（適用）の（８） の３に規定するものをいいます。以下この附則におい

て同じとします。）の契約者がファミリーシェアパックを選択していること。

（３） そのＸｉが特定Ｘｉ等であること又はそのＸｉが属する共有回線群を構成する他の

Ｘｉに特定Ｘｉ等が含まれること。

（４） Ｘｉサービス取扱所において当社が定める端末設備をＸｉ契約者又はその関係者が

購入すること。

４ 料金表第１表第１（基本使用料）の１（適用）の（１） のオの規定によりＸｉカケホーダイ

プラン（スマホ／タブ）又はＸｉデータプラン（スマホ／タブ）の基本使用料を日割すると

きは、前項に規定する額を日割して適用します。

５ 光スマホ割キャンペーンの適用を受けているＸｉについて、次のいずれかに該当する場合

には、光スマホ割キャンペーンを廃止します。

（１） 基本使用料の料金種別がＸｉカケホーダイプラン（スマホ／タブ）又はＸｉデータ

プラン（スマホ／タブ）以外となったとき。

（２） そのＸｉが属する共有回線群を構成するＸｉに特定Ｘｉ等が含まれなくなったと

き。

（３） ファミリーシェアパックの廃止があったとき。

（４） そのＸｉがファミリーシェアパックに係る共有対象回線である場合であって、ファ

ミリーシェアパックに係るデータ定額共有の廃止があったとき（そのデータ定額共有

の廃止と同時にファミリーシェアパックを選択する又は他の共有回線群に係るデータ

定額共有を選択する場合を除きます。）。

（５） 身体障がい者等割引の廃止があったとき。

（６） Ｘｉの電話番号保管があったとき。

（７） 契約の解除（当社が別に定めるものを除きます。）があったとき。

（８） その特定Ｘｉ等に係るＩＰ通信網契約が、当社の定める期日までに工事を完了でき

ないとき。

６ 当社は、光スマホ割キャンペーンを廃止したときは、その廃止日を含む暦月までの基本使

用料について光スマホ割キャンペーンの適用対象とします。
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ただし、料金表第１表第１（基本使用料）の１（適用）の（１） のク、ケ又はコの規定によ

り、その廃止日を含む歴月において、Ｘｉカケホーダイプラン（スマホ／タブ）又はＸｉデ

ータプラン（スマホ／タブ）以外の基本使用料の料金種別が適用されるときは、その廃止日

を含む暦月の前歴月までの基本使用料について光スマホ割キャンペーンの適用対象としま

す。

７ 前項の規定によるほか、定期契約（総合利用プランに係るものに限ります）の解除と同時

に一般契約（基本使用料の料金種別がＸｉデータプラン（ルーター）であるものを除きま

す。）を締結する場合又は定期契約（データ専用プランに係るものに限ります）の解除と同時

に一般契約を締結する場合であって、そのＸｉが身体障がい者等割引の適用を受けないとき

は、その契約の解除があった日を含む暦月の前歴月までの基本使用料について光スマホ割キ

ャンペーンの適用対象とします。

８ その特定Ｘｉ等に係るＩＰ通信網契約について、契約者の責めに帰すべき理由により、そ

の提供を開始する前に契約の解除があったときは、当社は、契約締結の時点で特例適用条件

を満たしていなかったものとみなして、取り扱う場合があります。

９ 前５項の規定にかかわらず、Ｕ２５応援特割キャンペーン又はＵ２５応援特割キャンペーン（

家族）の適用を受けるときは、その適用を受けている日を含む歴月について、第３項に規定

する減額を適用しません。

（光スマホ割ｆｏｒビジネスキャンペーンの適用）

１０ この改正規定実施の日から平成２８年３月３１日までの間において、当社は、基本使用料の料

金種別が、料金表第１表第１（基本使用料）の１（適用）の（１） に規定するＸｉカケホーダ

イプラン（スマホ／タブ）又はＸｉデータプラン（スマホ／タブ）に係る定期契約の締結（

当社が提供する電気通信サービスに係る契約の解除と同時に新たに締結する場合を除きます

。）と同時に、次の（１） 又は（２） 、（３） 及び（４） の条件（以下この附則において「特例適用条

件」といいます。）を満たしていることを当社が確認したときは、光スマホ割ｆｏｒビジネス

キャンペーン（その契約締結があった日を含む翌歴月から、２４暦月の間のＸｉカケホーダイ

プラン（スマホ／タブ）又はＸｉデータプラン（スマホ／タブ）の基本使用料について、各

暦月に特例対象条件を満たしていると当社が認めるＸｉの数（以下、この附則において「割

引対象回線数」と言います。）に応じて、次表に規定する金額を減額して適用する取り扱い

をいいます。以下同じとします。）を適用します。

１契約ごとに

区分 割引額

割 ２回線まで －

引

適 ３回線から３０回線まで ７００円

用

回 ３１回線以上 １，２００円

線

数

（１） ビジネスシェアパック（料金表第１表第３（通信料）の１（適用）の（８） の２に規定す

るものをいいます。以下この附則において同じとします。）を選択すること。

（２） 共有対象回線（料金表第１表第３（通信料）の１（適用）の（８） の３に規定するものを

いいます。以下この附則において同じとします。）となる場合であって、その共有回線群（

料金表第１表第３（通信料）の１（適用）の（８） の３に規定するものをいいます。以下こ

の附則において同じとします。）に係る共有代表回線（料金表第１表第３（通信料）の１（

適用）の（８） の３に規定するものをいいます。）の契約者がビジネスシェアパックを選択し

ていること。

（３） そのＸｉが特定Ｘｉ等であること又はそのＸｉが属する共有回線群を構成する他のＸｉ

に特定Ｘｉ等が含まれること。

（４） Ｘｉサービス取扱所において当社が定める端末設備をＸｉ契約者又はその関係者が購入

すること。

１１ 前項の規定にかかわらず、当社は、そのＸｉ（基本使用料の料金種別がＸｉデータプラン
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（スマホ／タブ）であるものに限ります。）に係る契約者回線に、当社が定める端末設備以外

の端末設備が接続されていることを当社が確認したときは、当社がその確認をした日を含む

歴月の基本使用料について、前項に規定する減額を適用しません。

１２ 光スマホ割ｆｏｒビジネスキャンペーンの適用を受けているＸｉについて、次の（１） から

（６） のいずれかを満たさなくなったときは、光スマホ割ｆｏｒビジネスキャンペーンを廃止

します。

（１） 基本使用料の料金種別がＸｉカケホーダイプラン（スマホ／タブ）又はＸｉデータプ

ラン（スマホ／タブ）以外となったとき。

（２） そのＸｉが属する共有回線群を構成するＸｉに特定Ｘｉ等が含まれなくなったとき。

（３） ビジネスシェアパックの廃止があったとき。

（４） ビジネスシェアパックに係るデータ定額共有を廃止したとき（データ定額共有の廃止

と同時にビジネスシェアパックを選択する場合又は他の共有回線群に係るデータ定額共

有を選択するを除きます。）。

（５） Ｘｉの電話番号保管があったとき。

（６） 契約の解除（当社が別に定めるものを除きます。）があったとき。

（７） その特定Ｘｉ等に係るＩＰ通信網契約が、当社の定める期日までに工事を完了でき

ないとき。

１３ 当社は、光スマホ割ｆｏｒビジネスキャンペーンを廃止したときは、その廃止日を含む暦

月までの基本使用料について光スマホ割ｆｏｒビジネスキャンペーンの適用対象とします。

ただし、料金表第１表第１（基本使用料）の１（適用）の（１） のク、ケ又はコの規定によ

り、その廃止日を含む歴月において、Ｘｉカケホーダイプラン（スマホ／タブ）又はＸｉデ

ータプラン（スマホ／タブ）以外の基本使用料の料金種別が適用されるときは、その廃止日

を含む暦月の前歴月までの基本使用料について光スマホ割ｆｏｒビジネスキャンペーンの適

用対象とします。

１４ 前項の規定によるほか、定期契約（総合利用プランに係るものに限ります）の解除と同時

に一般契約（基本使用料の料金種別がＸｉデータプラン（ルーター）であるものを除きます

。）を締結する場合又は定期契約（データ専用プランに係るものに限ります）の解除と同時に

一般契約を締結するときは、その契約の解除があった日を含む暦月の前歴月までの基本使用

料について光スマホ割ｆｏｒビジネスキャンペーンの適用対象とします。

１５ その特定Ｘｉ等に係るＩＰ通信網契約について、契約者の責めに帰すべき理由により、そ

の提供を開始する前に契約の解除があったときは、当社は、契約締結の時点で特例適用条件

を満たしていなかったものとみなして、取り扱う場合があります。
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（掲示）

Ｆ Ｏ Ｍ Ａ サ ー ビ ス 契 約 約 款 の 一 部 改 正

〔改 正〕 〔現 行〕

第１章～第１４章 （略） 第１章～第１４章 （略）

料金表 料金表

通則 通則

１～２５ （略） １～２５ （略）

（注）（略） （注）（略）

第１表 料金（国際アウトローミング利用料、無線ＩＰアクセス定額利用料及びその他のサー 第１表 料金（国際アウトローミング利用料、無線ＩＰアクセス定額利用料及びその他のサー

ビスの料金を除きます。） ビスの料金を除きます。）

第１～第２ （略） 第１～第２ （略）

第３ 通信料 第３ 通信料

１ 適用 １ 適用

通 信 料 の 適 用 通 信 料 の 適 用

（１） ～（７） の５ （略） （１） ～（７） の５ （略）

（略） （略）

（７） の６ データ ア データ定額パックに係る定額通信料の割引（以下この欄において

定額パックに係る 「本割引」といいます。）とは、データ定額パック（（７） の３ に規定

定額通信料の割引 するものをいい、らくらくパック及びデータＳパックを除きます。

の適用 以下この欄において同じとします。）の適用を受けているＸｉが、そ

の適用を受けている料金月において、データ定額パックを選択する

又はデータ定額パックに係る共有回線群を構成するＦＯＭＡが特定

Ｘｉ等（ＩＰ通信網サービス契約約款に規定するものをいいます。

以下この欄において同じとします。）であること（以下この欄におい

て「割引条件」といいます。）を確認したときは、当社がそのことを

確認した日を含む料金月に係るデータ定額パックの定額通信料につ

いて、その指定Ｘｉ等に係るＩＰ通信網契約（契約者回線の提供を

受けているものであって、ＩＰ通信網サービス契約約款に規定する

移転等を行っている場合を除きます。以下この欄において「対象契

約」といいます。）の基本使用料の料金種別に応じて、次表に規定す

る額の割引を適用する取扱いをいいます。

区 分 割 引 額

対象契約に係 対象契約に係

る基本使用料 る基本使用料

の料金種別が の料金種別が

マンションタ マンションタ

イプであるも イプ以外であ

の るもの
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シ データＭパック（標準） ８００円 ８００円

ン

グ

ル

パ データＬパック（大容量） １，０００円 １，０００円

ッ

ク

フ シェアパック１０（小容量） １，２００円 １，２００円

ァ

ミ

リ シェアパック１５（標準） １，８００円 １，８００円

｜

シ

ェ シェアパック２０（大容量） ２，４００円 ２，５００円

ア

パ

ッ シェアパック３０（大容量） ３，０００円 ３，２００円

ク

ビ ビジネスシェアパック１０ １，２００円 １，２００円

ジ

ネ ビジネスシェアパック１５ １，８００円 １，８００円

ス

シ ビジネスシェアパック２０ ２，４００円 ２，５００円

ェ

ア ビジネスシェアパック３０ ３，０００円 ３，２００円

パ

ッ ビジネスシェアパック５０ ３，０００円 ３，２００円

ク

ビジネスシェアパック７０ ３，０００円 ３，２００円

ビジネスシェアパック １００ ３，０００円 ３，２００円

ビジネスシェアパック １５０ ３，０００円 ３，２００円

ビジネスシェアパック ２００ ３，０００円 ３，２００円

ビジネスシェアパック ２５０ ３，０００円 ３，２００円

ビジネスシェアパック ３００ ３，０００円 ３，２００円

ビジネスシェアパック ４００ ３，０００円 ３，２００円

ビジネスシェアパック ５００ ３，０００円 ３，２００円

ビジネスシェアパック ７００ ３，０００円 ３，２００円

ビジネスシェアパック１０００ ３，０００円 ３，２００円

ビジネスシェアパック１５００ ３，０００円 ３，２００円

ビジネスシェアパック２０００ ３，０００円 ３，２００円
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ビジネスシェアパック３０００ ３，０００円 ３，２００円

イ アの場合において、対象ドコモ光契約の基本使用料を日割しない

場合であって、データ定額パックの定額通信料を日割して適用する

ときは、通則第３項（料金の計算方法等）及び第４項の規定に準じ

て、データ定額パックの定額通信料を日割りする日数に応じてアに

規定する割引を日割りして適用します。

ウ イの規定によるほか、データ定額パックの定額通信料を日割しな

い場合であって、対象ドコモ光契約の基本使用料を日割して適用す

るときは、通則第３項（料金の計算方法等）及び第４項の規定に準

じて、対象ドコモ光契約の基本使用料を日割りする日数に応じてア

に規定する割引額を日割りして適用します。この場合において、対

象契約に複数の基本使用料の料金種別が選択されている場合には、

通則第３項（料金の計算方法等）及び第４項の規定に準じて、マン

ションタイプに係る基本使用料の料金種別を選択している期間又は

選択していない期間ごとに、アに規定する割引額を日割して適用し

ます。

エ イ又はウの規定によるほか、データ定額パックの定額通信料及び

対象ドコモ光契約の基本使用料を日割して適用するときは、通則第

３項（料金の計算方法等）及び第４項の規定に準じて、割引条件を

満たしている日数に応じてアに規定する割引額を日割して適用しま

す。この場合において、対象契約に複数の基本使用料の料金種別が

選択されている場合には、通則第３項（料金の計算方法等）及び第

４項の規定に準じて、マンションタイプに係る基本使用料の料金種

別を選択している期間又は選択していない期間ごとに、当社が定め

る方法により、アに規定する割引額を日割して適用します。

オ イからエの規定によるほか、本割引を適用する料金月において、

複数の指定Ｘｉ等がある場合は、各料金月における割引条件を満た

している期間に係る各々の日について、対象契約に係る基本使用料

の料金額が最も高額となる料金種別を判定し、その料金種別がマン

ションタイプとなる期間又はそれ以外となる期間ごとに、当社が定

める方法により、アに規定する割引額を日割して適用します。

（８） ～（２５）（略） （略） （８） ～（２５）（略） （略）

２ （略） ２ （略）

第３～第６ （略） 第３～第６ （略）

第２表～第６表 （略） 第２表～第６表 （略）

別表１～別表１０ （略） 別表１～別表１０ （略）

附 則（平成２７年２月１２日経企第１６６５号）

（実施期日）

１ この改正規定は、平成２７年２月１６日から実施します。

（経過措置）

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかったＦＯＭＡサービスの料金そ
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の他の債務については、なお従前のとおりとします。
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（掲示）

無 線 Ｉ Ｐ 通 信 網 サ ー ビ ス 契 約 約 款 の 一 部 改 正

〔改 正〕 〔現 行〕

第１章～第１１章 （略） 第１章～第１１章 （略）

第１条～第２条 （略） 第１条～第２条 （略）

（用語の定義） （用語の定義）

第３条 この約款においては、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。 第３条 この約款においては、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。

用 語 用 語 の 意 味 用 語 用 語 の 意 味

１～８ （略） （略） １～８ （略） （略）

９ 一般契約 一時利用契約以外の無線ＩＰ契約

１０ 一般契約者 当社と一般契約を締結している者

１１ 一時利用契約 ２４時間を単位として無線ＩＰ通信網サービスを利用す

るための無線ＩＰ契約

１２ 一時利用契約者 当社と一時利用契約を締結している者

９～２３ （略） （略） １３～２７ （略） （略）

第２章 （略） 第２章 （略）

第３章 無線ＩＰ契約 第３章 無線ＩＰ契約

（契約の種別）

第６条 削除 第６条 無線ＩＰ契約には、次の種別があります。

（１） 一般契約

（２） 一時利用契約

（無線ＩＰ契約申込の方法） （無線ＩＰ契約申込の方法）

第８条 無線ＩＰ契約の申込みをするときは、当社所定の契約申込書を契約事務 第８条 無線ＩＰ契約の申込みをするときは、当社所定の契約申込書を契約事務

を行う無線ＩＰ通信網サービス取扱所に提出していただきます。この場合にお を行う無線ＩＰ通信網サービス取扱所に提出していただきます。この場合にお

いて、契約の申込みを行う者は、あらかじめ締結しようとする契約の種別を申 いて、契約の申込みを行う者は、あらかじめ締結しようとする契約の種別を申

し出ていただきます。 し出ていただきます。

２ （略） ２ （略）

３ 第１項の場合において、タイプＢ（料金表第１表第１（定額利用料）の１に ３ 第１項の場合において、タイプＢ（料金表第１表第１（定額利用料）の１に

規定するものをいいます。以下同じとします。）に係る無線ＩＰ契約の申込を 規定するものをいいます。以下同じとします。）に係る一般契約の申込をする

する者は、あらかじめ１のＸｉ等（Ｘｉサービス契約約款に規定するＸｉ又は 者 は、あらかじめ１のＸｉ等（Ｘｉサービス契約約款に規定するＸｉ又はＦ

ＦＯＭＡサービス契約約款に規定するＦＯＭＡ（共用ＦＯＭＡに係るもの又は ＯＭＡサービス契約約款に規定するＦＯＭＡ（共用ＦＯＭＡに係るもの又は基

－１－



基本使用料の料金種別がタイプリミットであるものを除きます。）をいいま 本使用料の料金種別がタイプリミットであるものを除きます。）をいいます。）

す。）を指定して当社に申し出ていただきます。 を指定して当社に申し出ていただきます。

第８条 （略） 第８条 （略）

（無線ＩＰ契約申込の承諾） （無線ＩＰ契約申込の承諾）

第９条 当社は、無線ＩＰ契約の申込みがあったときは、受け付けた順序に従っ 第９条 当社は、無線ＩＰ契約の申込みがあったときは、受け付けた順序に従っ

て承諾します。 て承諾します。

２ 当社は、前項の規定にかかわらず、通信の取扱上余裕がないときは、その申 ２ 当社は、前項の規定にかかわらず、通信の取扱上余裕がないときは、その申

込みの承諾を延期することがあります。 込みの承諾を延期することがあります。

３ （略） ３ （略）

４ 当社は、前３項の規定にかかわらず、次の場合には、タイプＢに係る無線Ｉ ４ 当社は、前３項の規定にかかわらず、次の場合には、タイプＢに係る一般契

Ｐ契約の申込を承諾しないことがあります。 約の申込を承諾しないことがあります。

（１） 第８条（無線ＩＰ契約申込の方法）第３項の規定により指定されたＸｉ等 （１） 第８条（無線ＩＰ契約申込の方法）第３項の規定により指定されたＸｉ等

（選択Ｘｉ等といいます。以下この条において同じとします。）が既に他の一 （選択Ｘｉ等といいます。以下この条において同じとします。）が既に他の一

般契約に係る選択Ｘｉ等であるとき。 般契約に係る選択Ｘｉ等であるとき。

（２） 無線ＩＰ契約の申込みをする者と、選択Ｘｉ等に係る契約者が同一でないとき。 （２） 一般契約の申込みをする者と、選択Ｘｉ等に係る契約者が同一でないとき。

第１０条～第１３条 （略） 第１０条～第１３条 （略）

（当社が行う無線ＩＰ契約の解除） （当社が行う無線ＩＰ契約の解除）

第１４条 当社は、第２３条（利用停止）第１項の規定により無線ＩＰの利用を停止 第１４条 当社は、第２３条（利用停止）第１項の規定により無線ＩＰの利用を停止

された無線ＩＰ契約者が、なおその事実を解消しない場合は、その無線ＩＰ契 された無線ＩＰ契約者が、なおその事実を解消しない場合は、その無線ＩＰ契

約を解除することがあります。 約を解除することがあります。

２ （略） ２ （略）

３ 前２項の規定によるほか、一時利用契約に係る無線ＩＰ（ローミングを含み

ます。）の利用に伴い接続された契約者回線等を当社が最後に切断した日から１

年（第２３条の規定により無線ＩＰの利用を停止されている期間を含みます。）が

経過したときは、当社は、利用の意思がないものとして、その一時利用契約を

解除します。

３ 当社は、指定回線について次のいずれかに該当するときは、タイプＢに係る ４ 当社は、指定回線について次のいずれかに該当するときは、タイプＢに係る

無線ＩＰ契約を解除します。 一般契約を解除します。

（１） 電話番号保管があったとき。 （１） 電話番号保管があったとき。

（２） 名義変更があったとき。 （２） 名義変更があったとき。

（３） 契約の解除があったとき。 （３） 契約の解除があったとき。

４ （略） ５ （略）

第４章～第６章 （略） 第４章～第６章 （略）

第７章 料金等 第３章 無線ＩＰ契約

第２７条 （略） 第２７条 （略）

（定額利用料の支払義務） （定額利用料の支払義務）

第２８条 無線ＩＰ契約者は、その契約に基づいて当社が契約者回線の提供を開始 第２８条 一般契約者は、その契約に基づいて当社が契約者回線の提供を開始した

した日を含む暦月の翌暦月から起算して、契約の解除があった日を含む暦月ま 日を含む暦月の翌暦月から起算して、契約の解除があった日を含む暦月までの

での期間（提供を開始した暦月と解除があった暦月が同一の暦月である場合 期間（提供を開始した暦月と解除があった暦月が同一の暦月である場合は、１

は、１か月間とします。）について、料金表第１（定額利用料）に規定する定額 か月間とします。）について、料金表第１（定額利用料）に規定する定額利用料

利用料の支払いを要します。 の支払いを要します。

２ 第１項の期間において、利用停止等により無線ＩＰを利用することができな ２ 第１項の期間において、利用停止等により無線ＩＰを利用することができな

い状態が生じたときの定額利用料の支払いは、次によります。 い状態が生じたときの定額利用料の支払いは、次によります。

（１） 利用停止があったときは、無線ＩＰ契約者は、その期間中の定額利用料の （１） 利用停止があったときは、一般契約者は、その期間中の定額利用料の支払

支払いを要します。 いを要します。
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（２） 前号の規定によるほか、無線ＩＰ契約者は、次の場合を除き、無線ＩＰを （２） 前号の規定によるほか、一般契約者は、次の場合を除き、無線ＩＰを利用

利用できなかった期間中の定額利用料の支払いを要します。 できなかった期間中の定額利用料の支払いを要します。

区 別 支払いを要しない料金 区 別 支払いを要しない料金

契約者の責めによらない理由により、 そのことを当社が認知した時刻以後 契約者の責めによらない理由により、 そのことを当社が認知した時刻以後

その無線ＩＰを全く利用できない状態 の利用できなかった時間（２４時間の その無線ＩＰを全く利用できない状態 の利用できなかった時間（２４時間の

（その契約に係る電気通信設備による 倍数である部分に限ります。）につい （その契約に係る電気通信設備による 倍数である部分に限ります。）につい

全ての通信に著しい支障が生じ、全く て、２４時間ごとに日数を計算し、そ 全ての通信に著しい支障が生じ、全く て、２４時間ごとに日数を計算し、そ

利用できない状態と同程度の状態とな の日数に対応するその無線ＩＰ契約 利用できない状態と同程度の状態とな の日数に対応するその一般契約に係

る場合を含みます。）が生じた場合（第 に係る無線ＩＰについての料金 る場合を含みます。）が生じた場合（第 る無線ＩＰについての料金

２２条（利用中止）第３項に規定する場 ２２条（利用中止）第３項に規定する場

合を除きます。）に、そのことを当社が 合を除きます。）に、そのことを当社が

認知した時刻から起算して、２４時間以 認知した時刻から起算して、２４時間以

上その状態が連続したとき。 上その状態が連続したとき。

３ （略） ３ （略）

（一時利用料の支払義務）

第２９条 削除 第２９条 一時利用契約者は、その契約に基づき利用開始認証（料金表第２（一時

利用料）に規定するものをいいます。以下この条において同じとします。）を受

けて当社が提供する無線ＩＰを利用したときは、料金表第２（一時利用料）の

規定に基づいて算定した一時利用料の支払いを要します。

２ 前項の場合において、利用停止等により無線ＩＰを利用することができない

状態が生じたときの一時利用料の支払いは、次によります。

（１） 利用開始認証の完了した時刻から起算してから２４時間が経過するまでの間

に利用停止があったときは、その一時利用契約者は、その利用開始認証に係

る一時利用料の支払いを要します。

（２） 前号の規定によるほか、一時利用契約者は、次の場合を除き、無線ＩＰを

利用できなかった期間中の一時利用料の支払いを要します。

区 別 支払いを要しない料金

契約者の責めによらない理由により、 利用開始認証の完了した時刻から起

利用開始認証の完了した時刻から起算 算して２４時間が経過するまでの間に

して２４時間が経過するまでの間にその 無線ＩＰを利用することができな

無線ＩＰを全く利用できない状態（そ かった時間（１時間に満たない部分

の契約に係る電気通信設備による全て は、１時間とします。）に対応するそ

の通信に著しい支障が生じ、全く利用 の一時利用契約に係る無線ＩＰにつ

できない状態と同程度の状態となる場 いての料金（料金表第２に規定する

合を含みます。）が生じた場合（第２２条 一時利用料の額を２４で除した額を１

（利用中止）第３項に規定する場合を 時間に対応する額として算出しま

除きます。）に、そのことを当社が認知 す。）

した時刻から起算して、２４時間以上そ

の状態が連続したとき。

３ 当社は、支払いを要しないこととされた料金が既に支払われているときは、
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その料金を返還します。

第９章 損害賠償 第９章 損害賠償

（責任の制限） （責任の制限）

第４１条 当社は、無線ＩＰ通信網サービスを提供すべき場合において、当社の責 第４１条 当社は、無線ＩＰ通信網サービスを提供すべき場合において、当社の責

めに帰すべき理由によりその提供をしなかったとき（第２２条（利用中止）第３ めに帰すべき理由によりその提供をしなかったとき（第２２条（利用中止）第３

項に規定する場合を除きます。）は、その無線ＩＰ通信網サービスが全く利用で 項に規定する場合を除きます。）は、その無線ＩＰ通信網サービスが全く利用で

きない状態（その契約に係る電気通信設備による全ての通信に著しい支障が生 きない状態（その契約に係る電気通信設備による全ての通信に著しい支障が生

じ、全く利用できない状態と同程度の状態となる場合を含みます。以下この条 じ、全く利用できない状態と同程度の状態となる場合を含みます。以下この条

において同じとします。）にあることを当社が認知した時刻から起算して、２４時 において同じとします。）にあることを当社が認知した時刻から起算して、２４時

間以上その状態が連続したときに限り、その契約者の損害を賠償します。 間以上その状態が連続したときに限り、その契約者の損害を賠償します。

２ 前項の場合において、当社は、無線ＩＰ通信網サービスが全く利用できない ２ 前項の場合において、当社は、無線ＩＰ通信網サービスが全く利用できない

状態にあることを当社が認知した時刻以後のその状態が連続した時間（２４時間 状態にあることを当社が認知した時刻以後のその状態が連続した時間（２４時間

の倍数である部分に限ります。）について、２４時間ごとに日数を計算し、その日 の倍数である部分に限ります。）について、２４時間ごとに日数を計算し、その日

数に対応するその無線ＩＰ契約に係る定額利用料（料金表第１（定額利用料） 数に対応するその無線ＩＰ通信網サービスに係る次の料金の額を発生した損害

に規定するものをいいます。）を発生した損害とみなし、その額に限って賠償し とみなし、その額に限って賠償します。

ます。 （１） 一般契約に係る無線ＩＰ通信網サービスにあっては、料金表第１（定額利

用料）に規定する料金

（２） 一時利用契約に係る無線ＩＰ通信網サービスにあっては、料金表第２（一

時利用料）に規定する料金（無線ＩＰ通信網サービスを全く利用できない状

態が連続した期間の初日の属する暦月の前６か月の１日当たりの平均一時利

用料（前６か月の実績を把握することが困難な場合には、当社が別に定める

方法により算出した額）により算出します。）

３～４ （略） ３～４ （略）

（注）本条第２項第２号に規定する当社が別に定める方法により算出した額は、

原則として、その無線ＩＰ通信網サービスを全く利用できない状態が生じた

日より前の把握できる期間における１日当たりの平均一時利用料とします。

第１０章 損害賠償 第１０章 損害賠償

（ローミングの利用等） （ローミングの利用等）

第４８条 無線ＩＰ契約者は、当社が別に定める方法によりローミングを利用する 第４８条 無線ＩＰ契約者は、当社が別に定める方法によりローミングを利用する

ことができます。 ことができます。

２～５ （略） ２～５ （略）

６ 前２項の規定等によりローミングが利用できなかった場合のローミング利用 ６ 前２項の規定等によりローミングが利用できなかった場合の当該ローミング

料の支払いは、次によります。 利用料の取扱いについては、第２９条（一時利用料の支払義務）第２項及び第３

（１） 利用開始認証の完了した時刻から起算してから２４時間が経過するまでの間 項の規定に準ずるものとします。

に利用停止があったときは、その無線ＩＰ契約者は、その利用開始認証に係

るローミング利用料の支払いを要します。

（２） 前号の規定によるほか、無線ＩＰ契約者は、次の場合を除き、無線ＩＰを

利用できなかった期間中のローミング利用料の支払いを要します。

区 別 支払いを要しない料金

契約者の責めによらない理由により、 利用開始認証の完了した時刻から起

利用開始認証の完了した時刻から起算 算して２４時間が経過するまでの間に

して２４時間が経過するまでの間にその 無線ＩＰを利用することができな

無線ＩＰを全く利用できない状態（そ かった時間（１時間に満たない部分

の契約に係る電気通信設備による全て は、１時間とします。）に対応するそ

の通信に著しい支障が生じ、全く利用 の一時利用契約に係る無線ＩＰにつ

できない状態と同程度の状態となる場 いての料金（料金表第２に規定する

合を含みます。）が生じた場合（第２２条 一時利用料の額を２４で除した額を１

－４－



（利用中止）第３項に規定する場合を 時間に対応する額として算出しま

除きます。）に、そのことを当社が認知 す。）

した時刻から起算して、２４時間以上そ

の状態が連続したとき。

７ 当社は、支払いを要しないこととされた料金が既に支払われているときは、

その料金を返還します。

８～１１ （略） ７～１０ （略）

（注１）本条第１項に規定する当社が別に定める方法は、「Ｍｚｏｎｅ設定ガイ （注１）本条第１項に規定する当社が別に定める方法は、「Ｍｚｏｎｅ設定ガイ

ド」に定めるものとします。 ド」に定めるものとします。

（注２）本条第９項に規定する当社が別に定める方法により算出した額は、原則 （注２）本条第９項に規定する当社が別に定める方法により算出した額は、原則

として、そのローミングを全く利用できない状態が生じた日より前の把握で として、そのローミングを全く利用できない状態が生じた日より前の把握で

きる期間における１日当たりの平均ローミング利用料とします。 きる期間における１日当たりの平均ローミング利用料とします。

通則 通則

１ （略） １ （略）

２ 当社は、契約者がその契約に基づき支払う料金のうち、定額利用料、通信料又はローミング ２ 当社は、契約者がその契約に基づき支払う料金のうち、定額利用料、一時利用料、通信料

利用料は暦月に従って計算します。 又はローミング利用料は暦月に従って計算します。

３～１３（略） ３～１３（略）

（消費税相当額の加算） （消費税相当額の加算）

１４ 第２８条（定額利用料の支払義務）、第３０条（手続きに １４ 第２８条（定額利用料の支払義務）、第２９条（一時利用料の支払義務）、第３０条（手続きに

関する料金の支払義務）及び第４８条（ローミングの利用等）の規定等により、この料金表に 関する料金の支払義務）及び第４８条（ローミングの利用等）の規定等により、この料金表に

定める料金の支払いを要するものとされている額は、この料金表に定める額に消費税相当額 定める料金の支払いを要するものとされている額は、この料金表に定める額に消費税相当額

を加算した額とします。 を加算した額とします。

ただし、第３（通信料）に規定する通信料については、この限りでありません。 ただし、第３（通信料）に規定する通信料については、この限りでありません。

第２ 削除 第２ 一時利用料

１ 適用

定 額 利 用 料 の 適 用

（１） 利用開始認証に関す ア この欄及び２（料金額）において利用開始認証とは、一時

る取扱い 利用契約に係る無線ＩＰの新たな２４時間の利用を開始するた

めに行われる認証をいいます。

イ 当社は、利用開始認証が完了した時刻から起算して２４時間

が経過したときに、無線ＩＰの契約者回線が 接続されてい

る場合は、その２４時間が経過したときにこの約款により新た

に利用開始認証が行われたものとして取り扱います。

（２） 接続の切断に関する 当社は、契約者回線からの無線ＩＰに係る通信終了の信号を受

取扱い けたとき又は一定時間内に契約者回線の接続確認がとれなかっ

た場合にその契約者回線の接続を切断します。

（３） 一時利用料の算出に 一時利用料の算出に係る時間の測定は、当社又は特定事業者の

係る時間の測定方法 機器により行います。
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２ 料金額

１契約ごとに

料 金 額

区 分

利用開始認証の完了した時刻から起算して２４時間が経過するまで

一時利用料 税抜額 ５００円（税込額 ５４０円）

附 則（平成２７年２月１２日経企第１６６４号）

１ この改正規定は、平成２７年２月１８日から実施します。

（料金の支払いに関する経過措置）

２ この附則実施前に、支払い又は支払わなければならなかったＸｉサービスの料金その他の

債務については、なお従前のとおりとします。

（一時利用契約に関する経過措置）

３ この附則実施の際現に、改正前の規定により提供されている一時利用契約の料金その他の

提供条件については、次のとおりとします。

（１） 一時利用料

ア 一時利用料については、次表のとおりとします。

１契約ごとに

料 金 額

区 分

利用開始認証の完了した時刻から起算して２４時間が経過するまで

一時利用料 税抜額 ５００円（税込額 ５４０円）

イ この附則において利用開始認証とは、一時利用契約に係る無線ＩＰの新たな２４時間の

利用を開始するために行われる認証をいいます。

ウ 当社は、利用開始認証が完了した時刻から起算して２４時間 が経過したときに、無線

ＩＰの契約者回線が接続されている場合は、その２４時間が経過したときにこの約款によ

り新たに利用開始認証が行われたものとして取り扱います。

（２） 一時利用契約に係る無線ＩＰ（ローミングを含みます。）の利用に伴い接続された契約者

回線等を当社が最後に切断した日から１年（第２３条の規定により無線ＩＰの利用を停止さ

れている期間を含みます。）が経過したときは、当社は、利用の意思がないものとして、そ

の一時利用契約を解除します。

（３） 利用停止等により無線ＩＰを利用することができない状態が生じたときの一時利用料の

支払いは、次によります。

ア 利用開始認証の完了した時刻から起算してから２４時間が経過するまでの間に利用停止

があったときは、その一時利用契約者は、その利用開始認証に係る一時利用料の支払い

を要します。

イ 前号の規定によるほか、一時利用契約者は、次の場合を除き、無線ＩＰを利用できな

かった期間中の一時利用料の支払いを要します。

区 別 支払いを要しない料金

契約者の責めによらない理由により、 利用開始認証の完了した時刻から起

利用開始認証の完了した時刻から起算 算して２４時間が経過するまでの間に

して２４時間が経過するまでの間にその 無線ＩＰを利用することができな

－６－



無線ＩＰを全く利用できない状態（そ かった時間（１時間に満たない部分

の契約に係る電気通信設備による全て は、１時間とします。）に対応するそ

の通信に著しい支障が生じ、全く利用 の一時利用契約に係る無線ＩＰにつ

できない状態と同程度の状態となる場 いての料金（料金表第２に規定する

合を含みます。）が生じた場合（第２２条 一時利用料の額を２４で除した額を１

（利用中止）第３項に規定する場合を 時間に対応する額として算出しま

除きます。）に、そのことを当社が認知 す。）

した時刻から起算して、２４時間以上そ

の状態が連続したとき。

（４） 当社は、無線ＩＰ通信網サービスが全く利用できない状態にあることを当社が認知した

時刻以後のその状態が連続した時間（２４時間の倍数である部分に限ります。）について、２４

時間ごとに日数を計算し、その日数に対応する（１） に規定する料金（無線ＩＰ通信網サー

ビスを全く利用できない状態が連続した期間の初日の属する暦月の前６か月の１日当たり

の平均一時利用料（前６か月の実績を把握することが困難な場合には、原則として、その

無線ＩＰ通信網サービスを全く利用できない状態が生じた日より前の把握できる期間にお

ける１日当たりの平均一時利用料とします。）により算出します。）の額を発生した損害とみ

なし、その額に限って賠償します。

（５） （１） から（４） 以外の提供条件については、なお従前のとおりとします。
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